
「民放事業者の経営ガバナンスに関するアンケート調査」

調査結果概要

2025年９月

一般社団法人 日本民間放送連盟

豪 勝畑
スタンプ



民放事業者の経営ガバナンスに関するアンケート調査（全体像）

◼ 回答社数： 民放連会員全社（207社）

◼ 調査時点： 2025年７月１日（火）

◼ 調査期間： 2025年７月18日（金）～８月５日（火）

◼ 調査主体： 民放連・ガバナンス対応特別プロジェクト（主査：早河洋・民放連会長）

◼ 調査目的： ガバナンスが個社の経営の問題であることを前提に、自主・自律的に

民放事業者におけるガバナンス確保の在り方を検討する一環として、

会員各社における関係する取り組みの現状把握のために実施。

◼ 調査項目： （１） 経営理念と目標、リスク分析

（２） 経営ガバナンス

（３） 企業情報の開示

（４） ステークホルダーとの対話・協調
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（１） 経営理念と目標、リスク分析



◼ 「地域に根ざし、地域社会に貢献する放送局」であることや、「報道機関としての社会的責任」を大多数の民放事業者
が自覚し、経営理念の柱としている。

◼ 「人権を尊重した事業活動」を、多くの民放事業者が重視している。

経営理念などに盛り込まれている企業価値の実現 3

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

14(7%)

139(67%)

139(67%)

145(70%)

167(81%)

171(83%)

188(91%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社 200社

その他

従業員の幸せ（生活の安定、

福祉の増進、健全な職場環境の確保等）

人権を尊重した事業活動

企業としての継続

（安定、成長、発展、収益力向上等）

質の高い放送番組・コンテンツの制作・発信

報道機関としての機能の発揮、社会的責任の遂行

地域に根ざす放送局であること（地域情報の発信、

地域社会への貢献、地域での信頼獲得等）



中期経営計画の目標

◼ 民間企業の中期経営計画として、当然ながら、営業活動や番組制作、編成など、収益拡大のための施策を中心に据
えている一方で、昨今の社会的要請や経営環境の変化を自覚し、「人権・コンプライアンス意識の徹底」を重視する社
が増えている。
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※ 複数回答可
※ ( )内は中期経営計画策定社（132社）に占める各項目の割合16(12%)

42(32%)

52(39%)

72(55%)

94(71%)

98(74%)

104(79%)

107(81%)

123(93%)

124(94%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社

映画製作事業への参画、強化

放送番組・コンテンツの海外展開の

強化・拡大

放送番組の国内流通の強化・拡大

（他の放送事業者への販売等）

人権・コンプライアンス意識の徹底

動画配信プラットフォーム等への

コンテンツ提供の強化・拡大

その他、放送事業以外の事業の強化

自社によるコンテンツ配信の強化・拡大

各種イベント事業の実施、強化

番組制作および編成の強化・拡大

（自社制作番組の強化、視聴率向上等）

営業活動の強化・拡大

（スポット収入向上、タイム収入向上等）



企業経営におけるリスク

◼ 企業経営のリスクと想定される17の項目について、各社の認識と実際の対応状況を尋ねたところ、「営業収益の先行
き」「人材確保」「メディア接触の変化」「コンプライアンス徹底」などが上位を占めた。
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※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

1(0%)

16(8%)

17(8%)

26(13%)

28(14%)

28(14%)

29(14%)

47(23%)

42(20%)

45(22%)

66(32%)

45(22%)

101(49%)

55(27%)

123(59%)

116(56%)

146(71%)

153(74%)

3(1%)

27(13%)

30(14%)

33(16%)

42(20%)

51(25%)

53(26%)

65(31%)

79(38%)

85(41%)

98(47%)

98(47%)

130(63%)

132(64%)

150(72%)

176(85%)

177(86%)

186(90%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社 200社

その他

経理上のコンプライアンス違反

政府や自治体との関係

株式など有価証券への投資

番組出演者や芸能事務所との関係

広告主や広告会社との関係

放送法制、電波法制に伴う負担・制約

番組制作会社や外部スタッフとの関係

経営ガバナンスの確保

社内システム、放送システムへのサイバー攻撃

人権尊重

大規模災害による放送停止、設備損壊

事業の多角化、新規事業の開拓・投資

地域の人口減少・マーケット縮小

コンプライアンスの徹底

メディア接触の変化（若年層のテレビ離れ、デバイスの多様化）

事業に必要な人材の確保、育成

営業収益の先行きの不透明さ、費用の増加

リスクが大きいと感じる分野

過去数年に実際に対応を要した分野



民放事業者特有のリスクへの対策

◼ 民放事業者特有のリスクを８項目示して、各社の対策状況を集計した。
◼ ①広域大規模災害のリスク対策としては、「系列局や他局との相互協力体制の構築」が主眼。
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①広域大規模災害時の放送停止、設備損壊

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

9(4%)

13(6%)

122(59%)

142(69%)

166(80%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社

未対策・検討中

その他

複層的なメディア活用（ネット配信等）

放送設備の耐災害性強化

系列局や他局との相互協力体制の構築



民放事業者特有のリスクへの対策

◼ ②不適切な番組編集、過剰演出のリスク対策としては、「放送倫理の研修」や「過去事例と再発防止策の学習・分析」
に加えて、「複層的なチェック強化などのルール策定・強化」を講じている。
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②不適切な番組編集、過剰演出等

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

6(3%)

22(11%)

110(53%)

124(60%)

144(70%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社

その他

未対策・検討中

過去事例と再発防止策の学習・分析

職員等に対する放送倫理の研修

複層的なチェック体制などの

ルール策定・強化



民放事業者特有のリスクへの対策

◼ ③番組出演者等の取引先に関係するリスク対策としては、研修は９割近くの社が実施、人権方針は５割近くの社が策
定している。今後、人権方針の策定や、業務上のルール策定・強化について、より一層の対応が期待される。
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③番組出演者や芸能事務所など取引先に関係する人権侵害やハラスメント

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

11(5%)

16(8%)

55(27%)

65(31%)

93(45%)

175(85%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社 200社

その他

未対策・検討中

番組出演者などとの接し方に関する

業務上のルール策定・強化

過去事例と再発防止策の学習・分析

人権方針の策定

職員等に対する人権尊重・

ハラスメント防止の研修



民放事業者特有のリスクへの対策

◼ ④番組関連の経理的不正行為のリスク対策としては、「複層的なチェック体制などのルール策定・強化」を８割近くの
社が講じている。研修も多くの社が実施している。

9

④番組に関係する金銭的な不正行為（不正経理、インサイダー取引等）

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

4(2%)

28(14%)

52(25%)

88(43%)

163(79%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社

その他

未対策・検討中

過去事例と再発防止策の学習・分析

職員等に対する放送倫理の研修

複層的なチェック体制などの

ルール策定・強化



民放事業者特有のリスクへの対策

◼ ⑤営業・ＣＭ関係の不正行為のリスク対策としては、「複層的なチェック体制などのルール策定・強化」を８割以上の社
が講じている。研修や学習・分析の取り組みも多くの社が実施している。
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⑤営業・ＣＭに関係する不正行為

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

6(3%)

11(5%)

83(40%)

99(48%)

173(84%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社 200社

その他

未対策・検討中

過去事例と再発防止策の学習・分析

職員等に対する放送倫理の研修

複層的なチェック体制などの

ルール策定・強化



民放事業者特有のリスクへの対策

◼ ⑥取材・制作で入手した情報漏洩・不正利用のリスク対策としては、「複層的なチェック体制など情報管理のルールの
策定・強化」を７割近くの社が講じている。研修や学習・分析の取り組みも多くの社が実施している。
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⑥報道取材・番組制作過程で入手した情報の漏洩、不正利用

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

9(4%)

25(12%)

79(38%)

126(61%)

138(67%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社

その他

未対策・検討中

過去事例と再発防止策の学習・分析

職員等に対する放送倫理の研修

複層的なチェック体制など

情報管理のルールの策定・強化



民放事業者特有のリスクへの対策

◼ ⑦放送における誤報、名誉毀損、人権侵害のリスク対策としては、「複層的なチェック体制など運用ルールの策定・強
化」を８割近くの社が講じている。研修や学習・分析の取り組みも多くの社が実施している。
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⑦放送における誤報、名誉毀損、人権侵害

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

4(2%)

16(8%)

112(54%)

126(61%)

155(75%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社

その他

未対策・検討中

過去事例と再発防止策の学習・分析

職員等に対する放送倫理の研修

複層的なチェック体制など

運用ルールの策定・強化



民放事業者特有のリスクへの対策

◼ ⑧サイバーセキュリティ対策の強化、運用ルールの策定・強化は、ほとんどの社が取り組んでいる。
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⑧サイバー攻撃や人為的ミスによる個人情報漏洩やシステム停止

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

6(3%)

10(5%)

99(48%)

112(54%)

185(89%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社 200社

その他

未対策・検討中

過去事例と再発防止策の学習・分析

職員等に対するＩＴ研修、専門家の育成

セキュリティ対策の強化、

運用ルール策定・強化



（２） 経営ガバナンス



取締役の人数 15

◼ 取締役の人数は、「６～９人」または「10～14人」の社が多く、あわせて８割近くを占める。
◼ 女性が代表取締役を務める社は６社（３％）、女性の取締役が１名以上選任されている社は74社（36％）。

※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

22(11%)

82(40%)79(38%)

21(10%)

3(1%)

5人以下 6人以上10人未満 10人以上15人未満

15人以上20人未満 20人以上



社外取締役の割合 16

◼ 全取締役に占める社外取締役の割合を集計したところ、20%未満の社は全体の13%であり、「50％以上60％未満」の社
が最も多い。

◼ 一部の例外を除いて社外取締役を選任し、客観性を保つ工夫が行われている。

※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

22(11%) 4(2%)

17(8%)

17(8%)

32(15%)

49(24%)

36(17%)

16(8%)

13(6%) 1(0%) 0(0%)

10％未満 10％以上20％未満 20％以上30％未満 30％以上40％未満

40％以上50％未満 50％以上60％未満 60％以上70％未満 70％以上80％未満

80％以上90％未満 90％以上100％未満 100％



社外取締役に期待する役割 17

◼ 「経営方針や経営改善の大きな方向性に関する助言、提案」が８割以上で最も多い。
◼ 半数以上の社は社外取締役に「コンプライアンスの徹底を担保するための監督機能」を期待している。

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

3(1%)

75(36%)

85(41%)

92(44%)

98(47%)

105(51%)

111(54%)

112(54%)

147(71%)

147(71%)

159(77%)

169(82%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社

その他

番組制作に関する助言、提案

成長のための適切なリスクテイクを

担保するための監督機能

代表取締役や業務執行取締役に求められる

資質、能力を担保する監督機能

広告媒体としての経済的価値向上に関する

助言、提案

コンプライアンスの徹底を担保するための

監督機能

社外取締役の積極的な質問による、

業務執行幹部の説明責任の遂行

地域振興に関する事業に関する助言、提案

メディア環境の変化に対応するための

新規事業などに関する助言、提案

業務執行全般の健全性を担保するための監督機能

既存事業の収益力向上などに関する助言、提案

経営方針や経営改善の大きな方向性に

関する助言、提案



監査役の人数 18

◼ 一部の例外を除いて監査役を選任しており、８割近くの社が複数名を選任している。

※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

3(1%)

41(20%)

94(45%)

55(27%)

12(6%) 2(1%)

0名 1名 2名 3名 4名 5名以上



監査役が職責を果たすための仕組みの構築 19

◼ 「監査役と取締役が定期的に経営課題について意見交換を行う機会を設けている」が７割以上で最も多い。

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合5(2%)

22(11%)

27(13%)

28(14%)

90(43%)

95(46%)

114(55%)

115(56%)

121(58%)

152(73%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社

その他

監査役の業務を補佐する専門の部署を設置している

監査役の業務を補佐する従業員等が人事考課、異動、懲戒などで不利益な取り扱いを受けない

ようにする措置（監査役の同意あるいは報告・了承を必要とするなど）を講じている

監査役の業務を補佐する従業員等に対し、取締役は監査役と異なる指示を

できない措置（指揮命令権の監査役への帰属など）を講じている

監査役と内部監査部門が緊密な連携（内部監査部門や会計監査人からの報告、

監査協議会の開催など）を図っている

監査役は会社の負担によって弁護士、公認会計士などから監査業務に関する

助言を受けることができる措置を講じている

監査役の業務を補佐する従業員や部署を決めている

新任の社外監査役に自社の事業、財務、組織等に関する知識を説明している

監査役が経営会議（常務会など）に出席する権限を有している

監査役と取締役が定期的に経営課題について意見交換を行う機会を設けている



内部統制の構築 20

◼ 多数の社が内部通報制度を設け、それを周知している。

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

50(24%)

90(43%)

90(43%)

96(46%)

117(57%)

146(71%)

158(76%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社

内部監査部門を置いている

上司や、コンプライアンス部門、取締役会、

監査役等への報告ルールを定めている

内部統制の基本方針を取締役会で決議している

危機管理規程の整備など、危機管理体制を整備している

情報の管理、保存の規程を定めている

内部通報制度があることを周知している

内部通報制度を設けている



（３） 企業情報の開示



企業情報の開示方法 22

◼ 計９項目の企業情報について各社の開示方法を集計し、３項目ずつまとめて記載。
◼ ①資本構成、②主要株主、③主要取引銀行のいずれの項目も、民放年鑑（民放連経由）への掲載がほぼ100％である。

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合10(5%)

11(5%)

6(3%)

10(5%)

10(5%)

207(100%)

14(7%)

20(10%)

17(8%)

15(7%)

31(15%)

206(100%)

15(7%)

16(8%)

19(9%)

56(27%)

61(29%)

207(100%)

0社 50社 100社 150社 200社 250社

有価証券報告書の提出

その他

プレスリリース等で公表

官報・決算公告

自社ウェブサイトへの掲載

日本民間放送年鑑への掲載

（民放連経由）

資本構成

主要株主

主要取引銀行



企業情報の開示方法 23

◼ ④関連事業（有無を含む）、⑤役員、⑥番組審議会委員のいずれの項目も、民放年鑑（民放連経由）への掲載がほぼ
100％である。

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合7(3%)

8(4%)

2(1%)

11(5%)

133(64%)

207(100%)

16(8%)

19(9%)

15(7%)

109(53%)

60(29%)

207(100%)

9(4%)

12(6%)

13(6%)

16(8%)

66(32%)

206(100%)

0社 50社 100社 150社 200社 250社

官報・決算公告

その他

有価証券報告書の提出

プレスリリース等で公表

自社ウェブサイトへの掲載

日本民間放送年鑑への掲載

（民放連経由）

関連事業

役員

番組審議会委員



企業情報の開示方法 24

◼ ⑦役職員数、⑧貸借対照表、⑨損益計算書のいずれの項目も、民放年鑑（民放連経由）への掲載がほぼ100％である。

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合75(36%)

15(7%)

51(25%)

21(10%)

37(18%)

204(99%)

121(58%)

15(7%)

18(9%)

22(11%)

49(24%)

204(99%)

9(4%)

15(7%)

19(9%)

23(11%)

64(31%)

207(100%)

0社 50社 100社 150社 200社 250社

官報・決算公告

有価証券報告書の提出

プレスリリース等で公表

その他

自社ウェブサイトへの掲載

日本民間放送年鑑への掲載

（民放連経由）

役職員数

貸借対照表

損益計算書



（４） ステークホルダーとの対話・協調



ステークホルダーとの対話・協調を図るための施策 26

◼ さまざまな施策が講じられている中で、「地域の文化的・経済的な振興に貢献するイベントを推進している」社が９割近
くあり、最も多い。

※ 複数回答可
※ ( )内は民放連会員全社（207社）に占める各項目の割合

2(1%)

14(7%)

18(9%)

29(14%)

41(20%)

81(39%)

90(43%)

94(45%)

96(46%)

101(49%)

108(52%)

109(53%)

110(53%)

133(64%)

153(74%)

154(74%)

161(78%)

179(86%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社 120社 140社 160社 180社 200社

その他

番組審議機関委員の選任基準を決めて、公表している

ステークホルダーへの情報提供のための明文規定がある

ステークホルダーの立場を尊重するための明文規定がある

自社制作番組や事業展開に関する地域住民の意見を聞く機会（地域イベントの開催など）を設けている

取引のある制作会社などとの間で、契約条件や制作会社における人権尊重の現状などに関して定期的に話し合いを行っている

非財務情報（経営理念やコンプライアンス憲章など）を公表している

地域教育の場（出前授業など）でメディアリテラシー教育に貢献している

取引先である広告主や広告会社との間で、放送の公共的な役割や使命を伝えて理解を求める活動を行っている

視聴者の意見を聞く能動的な仕組み（番組モニター制度など）を設けている

財務情報（計算書類など）を公表している

ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility＝企業が社会や環境と共存し、持続可能な成長を図るため、その活動の影響について責任をとる

企業行動であり、企業を取り巻く様々なステークホルダーからの信頼を得るための企業のあり方）を推進している

社内における女性の活躍促進など、従業員の多様性を確保するための取組みを進めている

専門窓口（視聴者センター）で視聴者の意見などを受け付け、自社制作番組の制作や編成、事業展開に活かしている

本社やスタジオなどの社内見学を受け入れ、番組制作などの現場に地域住民が触れることができる機会を設けている

従業員が不利益を被ることなく、違法または不適切な行為を通報できる仕組み（公益通報窓口の設置など）を設けている

番組審議機関の活性化を図っている

地域の文化的・経済的な振興に貢献するイベント（展覧会、コンサート、催事の開催など）を推進している



参考資料 
（「放送事業者におけるガバナンス確保に関する検討会」第３回会合（８月７日開催）民放連説明資料（資料３－２） 抜粋）



民放連会員社の現況

正会員 204社

準会員 3社

計 207社

＜地上放送＞ 194社

ラジオ単営社 67社 （中波16社、短波1社、FM 50社）

テレビ単営社 96社

AM・テレビ兼営社 31社

＜衛星放送＞ 13社

計 207社

民放連会員社は正会員204社、準会員３社。

2025年８月７日現在

28



地上テレビ社（127社）の売り上げ規模・従業員数の分布
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ラジオ単営社（67社）の売り上げ規模・従業員数の分布
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